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第１章  総    則 

 

 

第１条 適用範囲 

１．本特記仕様書は、千葉県土木工事共通仕様書（令和７年１０月改定）（以下「共

通仕様書」という）でいう特記仕様書で、「令和８年度下水管渠更生工事」（以下

「本工事」という。）に適用する。 

２．本工事にあたっての一般事項は、共通仕様書によるものとし、本仕様及び図面

（以下「設計図書」という。）に疑義が生じた場合は、本市と受注者と協議により

決定する。 

 

第２条 用語の定義 

  １．本仕様において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

（１）指示とは、本市の発議により、監督職員が受注者に対し、監督職員の所掌事務

に関する方針・基準・計画等を実施させることをいう。 

（２）承諾とは、受注者の発議により、発注者の監督職員が了解することをいう。 

（３）協議とは、監督職員と受注者が対等の立場で合議することをいう。 

 

第３条 法令等の遵守 

１．受注者は、補修を実施するにあたり、次に掲げる法律及びこれに関連する法令・

条例・規則等を遵守しなければならない。 

なお、主な法令は以下に示すとおりである。 

①労働基準法（昭和２２年法律第４９号）及び同法関連規則 

②労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）及び同法関連規則 

③消防法（昭和２３年法律第１８６号）及び同法関連規則 

④緊急失業対策法（昭和２４年法律第８９号）及び同法関連規則 

⑤建設業法（昭和２４年法律１００号）及び同法関連規則 

⑥建築基準法（昭和２５年法律２０１号）及び同法関連規則 

⑦港湾法（昭和２５年法律第２１８号）及び同法関連規則 

⑧毒物及び劇物取締法（昭和２５年法律第３０３号）及び同法関連規則 

⑨道路法（昭和２７年法律第１８０号）及び同法関連規則 

⑩下水道法（昭和３３年法律第７９号）及び同法関連規則 

⑪中小企業退職金共済法（昭和３４年法律第１６０号）及び同法関連規則 

⑫道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）及び同法関連規則 

⑬河川法（昭和３９年法律第１６７号）及び同法関連規則 

⑭電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）及び同法関連規則 

⑮公害対策基本法（昭和４２年法律第１３２号)及び同法関連規則 

⑯騒音規制法（昭和４３年法律第９８号）及び同法関連規則 

⑰廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）及び同法関連

規則 

⑱水質汚濁防止法（昭和４５年法律第１３８号）及び同法関連規則 

⑲酸素欠乏症等防止規則（昭和４７年労働省令第４２号）及び同法関連規則 



⑳労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）及び同法関連規則 

○21振動規制法（昭和５１年法律第６４号）及び同法関連規則 

○22下請代金支払遅延等防止法（昭和３１年法律第１２０号）及び同法関連規則 

○23雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）及び同法関連規則 

○24労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）及び同法関連規則 

○25建設労働者の雇用の改善等に関する法律（昭和５１年法律第３３号）及び同法関

連規則 

○26公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成１７年法律第１８号）及び同法関

連規則 

２．雇用者に対する諸法令等の運用、適用は、受注者の負担と責任のもとで行うこと。

なお、建設業退職金共済組合及び建設労災補償共済制度に伴う運用については、受

注者の責任において行うこと。 

 

第４条 提出書類 

１．受注者は、契約締結後１４日以内に次の書類を提出し、承諾を受けた上、工事に

着手すること。 

①着工届 

②現場代理人及び主任技術者届 

③工程表 

④施工計画書 

・職務分担表 

・緊急連絡表 

・工事計画書 

・使用資材届 

その他、本業務に必要と認められるもの。 

⑤酸素欠乏危険作業主任者届 

（酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者技能講習終了証の写しを添付のこと。） 

 

第５条 施工体制 

  １．施工体制についての一般的事項は千葉県建設工事適正化指導要綱によるものとし、

受注者は、次の各号について施工計画書に記載しなければならない。 

（１）施工体系図  

（２）その他監督職員が必要と認めた施工体制に係わる事項 

 

第６条 工事現場管理 

１．受注者は速やかに代理人、並びに清掃・補修技術及び経験を有する主任技術者を

定めるとともに、現場に主任技術者を常駐させて所定の業務に従事させること。 

２．マンホール及び管路内の補修を行う場合は、酸素欠乏危険作業主任者を定め、現

場に常駐させて所定の作業に従事させること。 

３．この工事の施工にあたっては、道路工事現場における表示施設等の設置基準及び

道路工事保安施設設置基準（共通仕様書）に基づき適切な交通管理を行なうものと

する。ただし、これによりがたい場合は監督職員と協議するものとする。 

４．工事期間中は、工事区間前後に交通誘導員を適正に配置し、安全確保に努めなけ



ればならない。 

５．マンホールや管渠内に出入りし、またはこれらの内部で作業を行なう場合は、労

働省令で定める酸素欠乏危険作業主任者の指示に従い、酸素欠乏空気、有毒ガスな

どの有無を作業開始前および作業中は常時測定し、事故防止に必要な換気等の措置

を講ずること。 

６．受注者は、作業中気象情報に十分注意を払い、降雨や地震等が発生したときは直

ちに作業を中止し安全対策を講じること。また、作業を再開する場合は監督職員に

報告し了解を得てから再開すること。 

 

第７条 建設副産物に関する事項 

  １．受注者は建設副産物適正処理推進要綱（平成１４年５月改定）を遵守して建設副

産物の適正処理に努めなければならない。 

  ２．建設副産物の取り扱いについては、別紙－１によるものとする。 

 

第８条 損害賠償及び補償 

１．受注者は、下水道施設に損害を与えた時は、直ちに監督職員に報告し、その指示

を受けると共に、速やかに現状復旧すること。 

２．受注者は、作業にあたり、注意義務を怠ったことにより、第三者に損害を与えた

時は、速やかに監督職員に報告するとともに、関係機関に連絡し応急処置をとり、

受注者の負担によりこれを補修しなければならない。 

 

第９条 安全・訓練等に関する施工計画の作成 

１．施工に先立ち作成する施工計画に、本工事の内容に応じた安全・訓練等の具体的

な計画を作成し、監督職員に提出するものとする。 

 

第１０条 安全・訓練等の実施状況報告 

  １．安全訓練等の実施状況資料の提出は不要とし、監督職員の請求があった場合は、

直ちに提示できる体制とするよう指示すること。 

 

第１１条 環境対策 

  １．本工事の施工にあたっては、東金市環境保全条例（平成13年条例第３号。以下

「条例」という。）の規定を遵守すると共に、条例に定める区域内で特定建設作業

を実施する場合には、必要な届け出を当該作業開始の７日前までに行うものとする。 

  

第１２条 震災対策 

  １．地震予知情報等が発令された場合は、ただちに工事を中断しその情報に応じた適

切な保安処置を講ずるものとする。 

 

第１３条 創意工夫・社会性等に関する実施 

１．受注者は、工事施工において、自ら立案実施した創意工夫や技術力に関する項目、

または地域社会への貢献として評価できる項目に関する事項について、工事完了時

までに所定の様式により提出することができる。 

 

第１４条 工期 

１． 工期は雨天、休日等を見込み、令和８年１２月２１日限りとする。但し、工期に



は日曜、祝日等の他、作業期間内の全土曜日を含む。 

 

第１５条 法定外の労災保険の付保  
１．本工事において、受注者は法定外の労災保険に付さなければならない。 

 

 

第２章  材    料 

  

 

第１６条 材料の見本又は資料、試験及び検査 

  １．工事材料において、監督職員が施工計画書及び品質証明書提出時に指示した材料

は、見本を提出し、検査を行うものとする。 

  ２．その他の工事材料においても、確認は材料確認願いを持って行われるものとする。 

  

 

 

 

 

第３章  一 般 施 工           

                          

第１７条 内面補修工 

１．本工事で採用する内面補修工法は、日本下水道新技術機構の技術審査証明を得て

いる工法とする。 

２．受注者は、工事施工に先立ち、使用する工法を施工計画書に明記し監督職員に提

出し承諾を得ること。 

３．管内清掃については、補修材料と既存管の付着を確保するため、施工の前に必ず

行うこと。 

４．施工にあたって内面補修材に、しわ、剥離等が発生しないよう既設管内に十分な

圧着施工を行うこと。 

５．施工中は、下流側に止水栓を設置するなど、薬剤等が下流管に流れ込まないよう

にすること。また、下水道施設からの溢水事故が起こらないよう十分留意すること。 

６．特許および実用新案等工業所有権に抵触するものについては、受注者の責任にお

いて処理すること。 

７．工事写真は、「管きょ更生工法における設計・施工管理ガイドライン－２０２６

年版－」に従い、工事名、撮影対象物、撮影場所等の説明事項を記入のうえ、漏れ

の無いよう、また十分に編集し分りやすくすること。受注者は、内面補修した全箇

所をDVDに収録し監督職員に提出すること。撮影頻度については工事着手前に監督

職員と協議し決定すること。 

 



別紙－１ 

 

建設副産物に関する特記仕様書 

１．共通事項 

（１）｢千葉県建設リサイクル推進計画２０１６ガイドライン｣に基づき、本工事に係る

「再生資源利用計画書」及び「再生資源利用促進計画書」を「建設副産物情報交換シ

ステム（ＣＯＢＲＩＳ）」により作成し、施工計画書に含め各１部提出すること。 

   また、計画の実施状況（実績）については、「再生資源利用実施書」及び「再生資

源利用促進実施書」並びに「建設副産物情報交換システム工事登録証明書」を同シス

テムにより作成し、各１部提出するとともに、これらの記録を工事完成後一年間保存

しておくこと。 

    

◎作成対象工事 

「再生資源利用計画書」及び「再生資源利用促進計画書」は請負金額が、「再生

資源利用実施書」及び「再生資源利用促進実施書」並びに「建設副産物情報交換シ

ステム工事登録証明書」は最終請負金額が１００万円以上の全ての工事について建

設資材の利用、建設副産物の発生・搬出の有無にかかわらず作成する。 

 

（２）「建設副産物の処理基準及び再生資源の利用基準」に基づき、建設副産物の処理

に先立ち、「建設副産物処理承認申請書」を作成し、監督職員の確認を受け、同申

請書を１部提出すること。なお、建設廃棄物の処理を委託する場合は、収集運搬又

は処分について許可業者と各々建設廃棄物処理契約を締結し、「建設廃棄物処理委

託契約書」を監督職員に提示するとともに、同契約書の写しを同申請書に添付する

こと。 

   建設副産物の処理完了後速やかに、「建設副産物処理調書」を作成し、１部提出

するとともに、実際に要した処理費等を証明する資料（受入伝票、写真等）を監督

職員に提出し確認を受けること。 

 

（３）建設廃棄物の処理に当たって、産業廃棄物管理票制度に基づく紙マニフェスト方

式による場合は、原則として複写式伝票のＤ票及びＥ票を提示すること。また、電

子マニフェスト方式による場合は、原則として廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

に基づき指定された情報処理センターが発行する当該工事のマニフェスト情報を提

示すること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



               施工条件の明示 

 

 工 事 名            令和８年度下水管渠更生工事 

 路 線 名              

 工事箇所    東金市 南上宿 地先外 

                           東金市都市建設部下水対策課 
 

 

 

明 示 項 目 明   示   事   項 

工 程 関 係               ・特になし 

用 地 関 係               ・特になし 

公害対策関係               
・工事に伴う振動、騒音、水質汚濁、地盤沈下、粉塵等による被害を

及ぼさないよう十分注意すること。 

安全対策関係               
・交通誘導警備員を配置し、工事車両の出入りの安全及び歩行者等の

第三者の安全を図ること。 

工事用道路関係 ・特になし。 

仮 設 備 関 係               ・特になし。 

建設副産物関係 ・特になし。 

工事支障物件等 
・施工に際し、支障となる物件については必要に応じて協議を行うこ

と。 

 排水工（汚水処 

 理を含む）関係 ・特になし。  

 そ の 他               ・本施工条件で確認できない事項は監督職員と協議すること。 


